
Ô 財務活動によるキャッシュ・フロー

政府出資金の受入による収入 673¶000¶000

不要財産に係る国庫納付等による支出 � 20¶311¶766
EEEEEEEE

財務活動によるキャッシュ・フロー 652¶688¶234

Õ 資金増加額 10¶198¶222¶133

Ö 資金期首残高 2¶933¶609¶006
EEEEEEEE

× 資金期末残高 13¶131¶831¶139
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行政サービス実施コスト計算書

（平成24年４月１日～平成25年３月31日）
（法人単位） （単位：円）

項 目 金 額

Ò 業務費用

\損益計算書上の費用

業務費 144¶658¶153¶553

一般管理費 7¶394¶081¶196

雑損 610¶455¶878

臨時損失 48¶253¶238
EEEEEEEE

152¶710¶943¶865

]（控除）自己収入等

業務収益 � 37¶313¶880

受託収入 � 10¶729¶238¶594

財務収益 � 630¶463¶987

雑益 � 4¶289¶013¶040

臨時利益 � 818¶822¶792
EEEEEEEE

� 16¶504¶852¶293
EEEEEEEE

業務費用合計 136¶206¶091¶572

Ó 損益外減価償却相当額 1¶445¶604

Ô 損益外減損損失相当額 118¶542¶165

Õ 損益外除売却差額相当額 � 95¶349¶317

Ö 引当外賞与見積額 � 18¶395¶978

× 引当外退職給付増加見積額 312¶901¶181

Ø 機会費用

国有財産無償使用の機会費
用

1¶038¶141¶697

政府出資等の機会費用 701¶953¶596
EEEEEEEE

1¶740¶095¶293

Ù （控除）法人税等及び国庫納
付額

� 602¶419¶108
EEEEEEEE

Ú 行政サービス実施コスト 137¶662¶911¶412
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注 記 事 項
（法人単位）
Ò．重要な会計方針
１．運営費交付金収益の計上基準
費用進行基準を採用しております。
主たる業務である産業技術開発関連業務については費用進行基準を採用しておりますが、こ
れは業務達成基準及び期間進行基準を採用することについて、産業技術開発に係る業務と費用
の対応関係が必ずしも明らかでない等の理由により困難であり、費用進行基準を採用する必要
があるためです。

２．減価償却の会計処理方法
有形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は、以下のとおりです。
建物 ７～38年
構築物 25年
車両運搬具 ６年
工具器具備品 ２～15年
また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87）の減価償却相当額については、損益外
減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

３．引当金の計上基準
\ 貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に基づき、貸倒懸念
債権及び破産更生債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお
ります。

] 賞与引当金
役職員の賞与の支払いに備えるため、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、事業年度末に在職する
職員について、当期末の引当外賞与見積額から前期末の引当外賞与見積額を控除して計算して
おります。

^ 退職給付引当金
退職給付引当金を計上する場合は役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退
職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
退職一時金について運営費交付金により財源措置がなされる場合には、退職給付に係る引当
金は計上しておりません。
厚生年金基金から支給される年金給付については、運営費交付金により厚生年金基金への掛
金及び年金基金積立不足額に関して財源措置がなされる場合には、退職給付に係る引当金は計
上しておりません。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における役職員の平均残存勤務期間内の一定の年
数（９年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理すること
としております。
行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、会計基準第38に基づ
き計算された退職一時金及び厚生年金基金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しており
ます。

_ 保証債務損失引当金
債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態を勘案し、損失負担見積額を計上し
ております。�
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